













―全国 1,540 自治体の介護保険者へのアンケート調査の結果を通して― 
 
人間社会研究科 人間福祉専攻 
博士後期課程 3 年 洪 心璐 
 
１．はじめに 
近年、高齢化が急速に進み、65 歳以上の高齢者が人口に占める比率は、2005 年に 20％を超え、2019 年は 28.4％
に上昇している。国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、この割合は今後も上昇を続け、第２次ベビー


















































































































































































































































































































2011 年 4 月に、高齢者の居住の安定確保に関する法律（高齢者住まい法）の一部が改正された。その背景の
一つとして、特別養護老人ホームの入居待機者が 50 万人を超えていたことがあげられた。法改正に伴い同年 10
月からスタートしたサービス付き高齢者向け住宅（サ高住）は、国土交通省と厚生労働省が共同所管する高齢者
の介護・医療と連携した住宅施策の一つである。 











図 1 地域包括ケアシステムの「植木鉢の図」 









































































































合について、第 2 クラスター（16.3 ポイント減）、第５クラスター（15.5 ポイント減）、第６クラスター（19.2
ポイント減）が大幅に減少している。さらに、「やや連携できている」と回答している割合について、第１クラ
スター（21.5 ポイント増）、第２クラスター（7.4 ポイント増）、第３クラスター（8.5 ポイント増）、第４クラ
スター（11.2 ポイント増）、第５クラスター（9.0 ポイント増）、第６クラスター（14.2 ポイント増）が増加の
傾向が見られており、全体における福祉・住宅部局の連携体制が改善されつつある。  





年時点では、クラスターで見てみると、第 1 クラスターでは、1 位「入居時の身元保証人制度」、２位「バリア


















2015年(N=15) 6.7% 33.3% 40.0% 20.0%
2018年(N=13) 0.0% 38.5% 61.5% 0.0%
2015年(N=30) 20.0% 43.3% 33.3% 3.3%
2018年(N=27) 3.7% 51.9% 40.7% 3.7%
2015年(N=54) 24.1% 53.7% 18.5% 3.7%
2018年(N=63) 15.9% 54.0% 27.0% 3.2%
2015年(N=181) 38.1% 48.1% 12.7% 1.1%
2018年(N=176) 23.9% 50.0% 23.9% 2.3%
2015年(N=193) 41.5% 44.6% 14.0% 0.0%
2018年(N=200) 26.0% 49.5% 23.0% 1.5%
2015年(N=40) 47.5% 40.0% 7.5% 5.0%
2018年(N=46) 28.3% 45.7% 21.7% 4.3%
2015年(N=513) 36.6% 46.0% 15.4% 1.9%










































2015年(N=15) 33.3% 73.3% 66.7% 60.0% 73.3% 6.7%
2018年(N=13) 38.5% 61.5% 46.2% 46.2% 61.5% 23.1%
2015年(N=30) 36.7% 56.7% 63.3% 33.3% 63.3% 6.7%
2018年(N=28) 17.9% 46.4% 53.6% 35.7% 67.9% 7.1%
2015年(N=54) 29.6% 51.9% 50.0% 40.7% 57.4% 1.9%
2018年(N=63) 17.5% 44.4% 52.4% 30.2% 57.1% 7.9%
2015年(N=182) 14.8% 45.6% 58.8% 22.0% 45.1% 4.4%
2018年(N=176) 19.3% 50.6% 54.5% 22.7% 39.8% 2.8%
2015年(N=193) 14.5% 46.6% 59.1% 28.0% 50.8% 5.2%
2018年(N=200) 11.5% 42.0% 48.5% 21.5% 37.0% 1.2%
2015年(N=40) 22.5% 20.0% 35.0% 17.5% 35.0% 7.5%
2018年(N=46) 15.2% 17.4% 32.6% 32.6% 39.1% 4.3%
2015年(N=514) 18.7% 46.1% 56.6% 27.6% 49.6% 4.9%











































































2015 年と比較すると、「まったく連携できていない」の割合は 36.6％から 22.5％へと減少し、「やや連携で











































2015 年と比べてみると、全体では「まったく検討していない」の回答率が 88.4％から 80.0％へと減少してお
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